
　このコーナーでは、市議会
の機能や役割などを紹介する
とともに、１年間にわたる議
会の活動状況などをお知らせ
しています。 
　今回は、市民の皆さんの代
表である議会に対して、要望
を行う方法の一つである『請
願・陳情』を取り上げ、その
内容を紹介します。 
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第1日（6月7日） 
○会期の決定 
○平成21年度一般会計予算の継続費繰越しなど〔４件〕
⇒報告 
○平成22年度国民健康保険事業特別会計補正予算〔１
議案〕⇒表決 
○公平委員会委員の選任〔１議案〕⇒表決 
○固定資産評価審査委員会委員の選任〔２議案〕⇒表決 
○市功労者表彰〔６議案〕⇒表決 
○市立緑台小学校校舎棟耐震補強等工事（第一期工事）
請負契約の締結など〔11議案〕⇒市長提案説明 

〈議　案　熟　読〉 
第2日（6月11日） 
○市立緑台小学校校舎棟耐震補強等工事（第一期工事）
請負契約の締結など〔11議案〕⇒質疑・委員会付託 
○請願〔３件〕⇒委員会付託 
○一般質問 
第3日（6月14日） 
○一般質問 
第4日（6月15日） 
○一般質問 

〈常任委員会審査〉 
第5日（6月25日） 
○市立緑台小学校校舎棟耐震補強等工事（第一期工事）
請負契約の締結など〔11議案〕⇒各委員長報告・質疑・
討論・表決 
○請願〔２件〕⇒委員長報告・質疑・討論・表決 
○意見書案〔３件〕⇒表決 
○請願〔１件〕⇒表決 

請願・陳情とは 

6月定例会 6月定例会 

参画と協働のまちづくり推進条例制定案など審議 
介護保険制度の充実を求め意見書提出 

　市議会の主な役割は、市民
の代表機関として、市政が適
正に運営されているかを監視
するほか、市民の意思を市政
に反映し、真に望まれる行政
を実現することです。 
　このうち、市民の意思を市
政に反映する機能については、
議会での議案審議や関係機関
に対する要望活動により、実
行されていますが、これらを
効果のあるものにするためには、
市民の意思をより広く、より
正しく知ることが前提となり

ます。 
　そこで、この機能を補完し、
議会に直接市民が意思を伝え
る方法として、『請願』と『陳
情』の制度があります。 
請　願･･････請願は、住民が
国や地方公共団体の機関に対し、
その職務に関する事項について、
希望を述べることですが、特に、
生活と密接なかかわりのある
地方自治の場では、重要な意
義があります。 
　請願の提出は、個人や団体
の代表者など、どなたでもで

きますが、請願の公正を期す
ため、議員１人以上の紹介が
必要となっています。 
　議会に提出された請願は、
本会議で慎重に審議された後、
「採択」「不採択」などの結
論が出されます。 
　採択された請願で、市長な
どの執行機関で措置すること
が適当と認めるものは、その
請願を送付し、処理経過と結
果の報告を求めることができ
るなど、請願内容が実現する
ように取り組んでいます。 

陳　情･･････陳情は、請願と
同様に、公の機関に対し、一
定の事項について、適切な措
置を要望することですが、法
的な権利として行使されるも
のでない点が、請願と異なっ
ており、提出には、議員の紹
介は要りません。 
　川西市議会では、受理した
陳情書の写しを全議員に配付し、
その趣旨を伝えています。 

行政への参画手続きなど規定 
～さらに住みよいふるさと川西に～ 
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　議員から暑中見舞状等（答 
礼のための自筆のものを除く） 
を出すことは、公職選挙法で 
禁止されています。皆様のご 
理解をお願いいたします。 

　
平
成
22
年
第
３
回
定
例
市
議
会
は
、
去
る
６
月
７
日
に
招
集

さ
れ
、
25
日
に
19
日
間
の
会
期
を
終
え
ま
し
た
。 

　
こ
の
定
例
市
議
会
で
は
、
市
民
に
よ
る
行
政
活
動
へ
の
参
画

や
自
主
的
な
ま
ち
づ
く
り
活
動
等
を
進
め
る
た
め
の
参
画
と
協

働
の
ま
ち
づ
く
り
推
進
条
例
制
定
案
な
ど
、
合
計
31
の
案
件
を

審
議
し
ま
し
た
。 

　
ま
た
、
本
会
議
最
終
日
に
は
、「
介
護
保
険
制
度
の
充
実
を

求
め
る
意
見
書
」
な
ど
、
３
件
の
意
見
書
を
全
会
一
致
で
可
決

し
、
直
ち
に
関
係
大
臣
等
に
送
付
し
ま
し
た
。 

　この６月定例会では、「参画と
協働のまちづくり推進条例の制定
案」を審議しました。 
　これは、「自分たちのまちのこ
とは、自分たちで決めて実行する」
といった地方自治の原理を基本に、
市民等の参画と協働によるまちづ
くりを推進するため、行政活動へ
の参画手続きなどについて定め、
本年10月１日から施行しようとす
るものです。 
　この条例では、基本理念をはじ

め、市民、市民公益活動団体（自
治会やＮＰＯなど）、事業者の役
割や市の責務のほか、市への意見
提出手続きや市民公益活動への市
の支援などについて定められてい
ます。 
　今後とも、皆さんと一緒に魅力
あふれるまちづくり実現のために
取り組み、さらに住みよい「ふる
さと川西」になることを目指しま
す。 
　また、この定例会では、緑台小

学校の校舎棟のほか、桜が丘・明
峰・加茂の各小学校の屋内運動場
棟において、耐震補強等を実施す
るための工事請負契約の締結案件
についても審議しています。 
　その審査では、工事請負者の決
定に際して行われた制限付き一般
競争入札の結果や、耐震補強工事
に伴って行われるトイレ改修等の
詳細のほか、工期中における児童
の安全対策などについて、活発な
論議が交わされました。 



要旨 

 
○文教公企常任委員会所管事務調査
（三浦市・三浦市立病院の運営状況
についてなど） 

○建設常任委員会所管事務調査（平塚
市・平塚市まちづくり条例について） 
○文教公企常任委員会所管事務調査
（犬山市・教育委員会における「犬
山プラン」についてなど） 
○建設常任委員会所管事務調査（江
戸川区・親水緑道について） 

○議会運営委員会所管事務調査（所
沢市・議会運営についてなど） 
○議会運営委員会所管事務調査（狭
山市・議会運営についてなど） 
○厚生経済常任委員会所管事務調査
（春日部市・春日部市の子育て支援
施策について） 
○厚生経済常任委員会所管事務調査（品川区・
高齢者の権利擁護の取り組みについて） 

○総務常任委員会所管事務調査（茅
ヶ崎市・新総合計画の策定について） 
○総務常任委員会所管事務調査（秦野
市・新総合計画の策定についてなど） 
○厚生経済常任委員協議会（川西市中心
市街地活性化基本計画についてなど） 

○議会運営委員会 
○新名神高速道路周辺対策特別委員
会（新名神高速道路建設について） 
○飛行場対策周辺整備調査特別委員
会（移転補償跡地対策の進捗状況
について） 
○議会運営委員会 
○総務常任委員協議会（消防広域化
の検討について） 
 
○文教公企常任委員協議会（市立川
西病院における診療体制について） 

○第３回市議会定例会（招集日） 
○議会運営委員会 

○第３回市議会定例会（第２日） 
○第３回市議会定例会（第３日） 
○第３回市議会定例会（第４日） 
○総務常任委員会 
○文教公企常任委員会 
○厚生経済常任委員会 
○建設常任委員会 
○建設常任委員協議会（市有建築物
の耐震診断調査結果について） 

○まちづくり調査特別委員会（中央
北地区まちづくり協議会等の状況
についてなど） 

○議会運営委員会 
○第３回市議会定例会（最終日） 
○議会運営委員会 
 
○飛行場対策周辺整備調査特別委員会
（平成22年度大阪国際空港周辺都市
対策協議会運動方針（案）について） 

○広報委員会 
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5　　　月 小・中学校における30人以下学
級の実現と義務教育費国庫負担
制度の拡充を求める意見書〈要旨〉 

　わが国では、ＯＥＣＤ加盟
諸国に比べ、小・中学校１学
級当たりの児童・生徒数が多
いが、子どもたちはさまざま
な個性やニーズを持ち、一人一
人に丁寧な対応が求められる。 
　同様に、教育予算のＧＤＰ
比は下位に位置し、三位一体
改革による義務教育費国庫負
担割合の引き下げは、地方自
治体財政を圧迫している。 
　これらの現状から、教育の
機会均等を担保し、教育水準
の維持・向上を図る施策が必
要である。 
　よって当市議会は、国が30
人以下の少人数学級を推進し、
義務教育費国庫負担制度の堅
持と負担割合を２分の１へ復
元するよう要望する。 

子宮頸（けい）がん予防
ワクチンの公費助成を
求める意見書〈要旨〉 

　わが国では、近年、若年層
の子宮頸がん罹患（りかん）
率・死亡率が増加傾向にあり、
年間約2500人が亡くなってい
るといわれている。 
　罹患原因のほとんどは、ウ
イルス感染であるが、ワクチ
ンで予防可能な唯一のがんで
あり、このワクチンは100カ
国以上で承認され、約30カ国
で接種費用が助成されている。 
　厚生労働省は、このワクチ
ンを任意予防接種とし、費用
は５万円前後にも及ぶため、
独自の助成制度で負担軽減を
図る自治体もあり、地域間で
格差が生じている。 
　よって当市議会は、国が接
種費用の公費助成を行うよう
要望する。 

介護保険制度の充
実を求める意見書
〈要旨〉 
　介護保険制度施行から10年
が経過したが、42万人に上る
特別養護老人ホームの入所待
機者や介護家族の負担深刻化
など、問題が山積している。 
　また、必要なサービスと施
設の確保や利用者負担軽減の
ほか、介護従事者の処遇改善
が求められている。 
　よって当市議会は、国が平
成23年に行う制度改正で、抜
本的な見直しを図り、介護施
設の入所待機者の解消や、介
護家族のレスパイト（休息）
事業などの拡充のほか、要介
護認定審査の諸手続きの適正
化、報酬引き上げによる介護
従事者の処遇改善と国庫負担
割合の引き上げによる保険料の
抑制に取り組むよう要望する。 
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議員　川西産のイチジクは、ワイン
や菓子などへの加工方法も開発され、
特産品として期待されているが、栽
培農家の多くは兼業で、後継者不足
から、将来、市内で栽培されなくな
ることを危惧している。
　そこで、市としてイチジク栽培を
支援する考えはないか伺いたい。
市民生活部長　近年、イチジクの栽

培面積は減少傾向にあり、後継者不
足のほか、農地が市街化区域にある
ため、その保全が課題となっている。
　市では、品評・即売会によるＰＲ
や直売所での販売促進のほか、イチ
ジク栽培への転作奨励や技術指導を
行っており、引き続き、ＪＡなど関
係団体と連携・協力しながら、生産
環境の整備や支援に努めたい。

議員　市が事業者と交わす業務委託
などの契約方法には、一般競争入札
や随意契約などがある。
　市の発注は、地域の労働環境に影
響を与えるとともに、経済活性化の
役割があるが、契約方法の違いによ
る影響や取り組み方針を伺いたい。
総務部長　一般競争入札は、競争性
を確保できるが、市内業者の受注機
会が減少する課題があり、指名競争
入札は、実績で入札者を指名するた
め、事業者の新規参入が減少する。 
　また、随意契約は、業務提案等の

価格以外の要素で契約できるものの、
公正性の確保などが求められる。 
　今後も適正な契約事務を行い、市
内業者への発注を中心にしながら、
良質な業務遂行に工夫を重ねたい。 

議員　市長は、市長選挙時に「元気
がない川西を再生するため、立候補
した」と決意を述べられている。
　市長就任後は、市民サービスや組
織構造などの四つの観点から、市役
所改革を行ったとされているが、こ
れまでの取り組みに対する評価につ
いて伺いたい。
市長　市政運営に当たっては、効率
的な行財政運営など、五つの柱から

なる川西改革プラン2006の達成を念
頭に置き、さまざまな取り組みを行
ってきたところである。
　その中でも、「Ｄａｓｈ！挑戦」
を合言葉とした市役所改革を行った
結果、職員には、市民や成果を重視
した考え方が浸透するとともに、市
役所の雰囲気がよくなったなどの評
価も得ており、改革の成果が現れつ
つあると考えている。 

議員　去る５月24日、記録的な大雨
により、市内で土砂崩れが発生し、
民家への大きな被害があった。
　そこで、このような災害時の要援

護者支援の現状と課題を伺いた
い。
総務部長　本市では、社会福祉
協議会との連携のもと、各地域
の福祉委員会や民生・児童委員、
自治会、自主防災会などの協力
により、平成19年度から災害時
要援護者支援に取り組んでおり、
本年２月現在で2648人が要援護
者名簿に登録されている。
　この制度では、個人情報の取
り扱いが課題と考えていたが、
登録者の約９割が、住所や氏名

の開示に同意しており、今後は、各
地域の状況に即した具体的な援護体
制づくりを支援する必要があると考
えている。 

議員　特に自治体病院では、国の医
療費抑制政策を背景に、医師確保が
困難な状況であり、市立川西病院で
も医師の欠員が深刻な問題である。
　そこで、医師等が働き続けられる
環境づくりが必要と考
えるが、市立川西病院
の取り組みを伺いたい。
川西病院事務長　当院
では、働きやすい環境
にするため、医師の努
力に報いる手当の増額
のほか、院内保育所の
運営や看護助手の配置、
オーダリングシステム
（検査・処方などに係
る情報伝達システム）

による事務の効率化に加え、最新医療
機器への更新などに取り組んでいる。
　また、医療秘書の配置も予定して
おり、今後も医師等にとって働きが
いのある病院づくりを進めたい。 

議員　本市では、開発行為等指導要
綱を定め、事業者への指導により、
まちづくりが進められてきたが、要
綱はあくまでガイドライン（指導
目標）であり、条例のように不服
申し立てや裁判で争うことが出来
ない。
　そこで、法的な権利救済の仕組み
がある、まちづくり条例を制定する
考えはないか伺いたい。
まちづくり部長　本市の開発行為等
指導要綱は、長年の実績があり、事
業者に十分理解されている。
　また、他市の条例よりも厳しい内
容となっており、条例と同等以上の
効果があるため、現行の要綱による
指導方法が望ましいと考える。
　今後とも、条例制定の必要時に備
え、検討や調査を進めながら、まち

づくりへの関心が高まるよう市民へ
の情報発信に努めたい。 

議員　本市では、市民が市の事務事
業の評価などを行う、公開事業レビ
ューの開催が予定されている。
　しかし、評価者の公募に際し、評
価対象事業が公表されていないため、
市民の関心は低いと考える。

　そこで、公募時に評価対象事業名
を未公表とした考えや評価結果の活
用方針を伺いたい。
企画財政部長　公募段階での事業名
の公表は、利害関係者が参加するな
ど、客観的な議論が損なわれると
判断し、対象事業は、コーディネ
ーター等の皆さんが決定することと
した。 
　また、事業に対する評価について
は、市ホームページ等で積極的に公
表するとともに、可能なものは、速
やかに改善するほか、来年度以降の
予算編成等に意見を取り入れていき
たいと考えている。 

　一般質問は、本会議第2日から第4日の3日間にわたり行われ、15名の議
員が35項目について質問しました。 
　ここでは、そのうち15項目について、質問と答弁の要旨を掲載しています。
そのほかの質問項目は、下段の「一般質問項目（掲載分を除く）」をご参照ください。 
　詳しい内容は、8月下旬に発行予定の会議録でご覧いただけます。会議録は、
市議会ホームページにも掲載しますので、ご利用ください。 

消化器内視鏡センター 消化器内視鏡センター 

開発行為等指導要綱 開発行為等指導要綱 
条例化を検討する考えないか 

まち 
づくり 
まち 
づくり 

市長の市役所改革 市長の市役所改革 
こ れ ま で の 成 果 問 う  

企画 
政策 
企画 
政策 

災害時の要援護者支援 災害時の要援護者支援 
現 状 と 課 題 を 聞 く  

災害 
対策 
災害 
対策 

市立川西病院の医師確保 市立川西病院の医師確保 
労働環境の整備方針問う 

病院 病院 

川西特産“イチジク” 川西特産“イチジク” 
栽培農家へ の 支援策は  

農林 農林 

公開事業レビューの実施 公開事業レビューの実施 
評価結果の活用方針など示せ 

企画 
政策 
企画 
政策 

市が交わす契約の形態 市が交わす契約の形態 
地域経済に与える影響など聞く 

総務 総務 



○子ども手当の

廃止を求める

意見書の提出

に関する陳情

書 

○永住外国人住

民の地方自治

体参政権に関

する陳情書 

小 山 　 敏 明  
上 馬 　 　 勇  
吉 田 　 　 進  
岩 田 　 秀 雄  
住 田 由 之 輔  
北 上 　 哲 仁  
津 田 加 代 子  
松 田 　 恭 男  
江 見 　 輝 男  
土 谷 　 一 郎  
宮 坂 満 貴 子  
大 矢 根 秀 明  
黒 田 　 美 智  
小 西 佑 佳 子  
平 岡 　 　 譲  

○１期目の大塩市政を振り返って（次
期市長選への出馬） 
○財政問題と中央北地区開発につい
て（中央北地区開発10年で100億円
支出、開発事業優先における市民サ
ービス・職員定数への影響、各部署
一律カットの予算方針、中央北地区
整備後の収入、事業計画づくり） 
○業務委託契約などの契約締結につい
て（契約本数ベース・契約金額ベース
の随意契約の割合、随意契約で締結
する場合の根拠を明示する必要性） 
○効果的な行政サービスの向上につ
ながる市のホームページの充実に
ついて（「よくあるご質問」のコーナ
ーの設置、ＡＥＤ使用方法の説明映
像を掲載する考え、音声読み上げ機
能の導入） 
○第5次川西市総合計画の策定について 

○閉塞感を打ち破る施策について 
○オンリーワンのまちづくりの一つに、
エドヒガンを取り入れることにつ
いて（川西市の市木を「サクラ」から「エ
ドヒガン」に変えること、エドヒガ
ンを天然記念物として指定すること、
公共施設に植樹する木をエドヒガ
ンにすること、小学生等にエドヒガ
ンの種子から生長観察を課すこと） 
○行政組織のスリム化を図る考えについて 
○公開事業レビューの具体策について 
○幼老宅所設置の考えについて 
○保育所のこどもの育ちを保障する
ことについて 
○本市における飼い犬に関する取り
組みについて（飼い犬に関する苦情
処理と相談体制、飼い犬のしつけに
関する指導と啓発活動、飼い主のマ
ナー向上への取り組み） 

○本市における路上喫煙・ポイ捨て防
止対策の取り組みについて（今後の
路上喫煙・ポイ捨て防止モデル区域
の指定） 
○市における地球温暖化対策の取り
組みについて（ライトダウンキャン
ペーンの取り組みと成果・今後の考
え方、学校・園の芝生化事業） 
○携帯電話基地局の設置に関する市
の考え方や、取り組み経過について 
○道路・公園の抱える課題その後につ
いて（ドラゴンランド駐車場入り口
付近の渋滞緩和策、都市計画決定・
下池公園と南花屋敷線、加茂3号橋
付近に信号機を設置する考え） 
○農業に不要となったため池を公園・
広場など公共施設への積極的活用
について（新たな公園・広場設置の
基本的な考え方と方針・計画、公園・

広場設置等公共施設の義務付けな
ど旧慣財産廃止における運用規定
を策定する考え） 
○教育施策の取り組み方針について 
○特別支援学級の子どもの増加に伴
う教育条件改善について（プレイル
ームなどの施設・設備の整備状況と
拡充、教員の配置と専門性の保障、
専門性の向上と専門家による巡回
相談体制の確立、学校建物のバリア
フリー化の現状と課題・計画、その
他の条件整備として30人以下学級
の現状と早期実現の考え） 
○「市立川西病院事業経営改革プラン」
１年目の検証と課題について（福祉
の増進としての「市立川西病院」の
あり方、市立川西病院は「市民の財
産である」との考え、「市立川西病院
事業経営改革審議会」でのテーマ） 

（発言順） 

一般質問  
発 言議員  
一 般質問  
発 言議員  

かわにし市議会だより   177号 3

議員　他市にある民間保育所では、
読み書きそろばんなどによる教育法
を取り入れ、子どもの発達に成果を
得ている。
　そこで、本市の保育所や幼稚園に
おいて、このような新たな教育内容
に取り組む考えはないか、伺いたい。
こども部長　本市では、子どもの福
祉増進といった保育所の理念に基づ
き、創意工夫し、保育を行っている。

　新たな教育内容の導入については、
この理念も踏まえ、調査・研究をす
る必要があると考える。
教育振興部長　本市の公立幼稚園で
は、自己表現力等の育成や体力づく
りの研究に取り組むほか、子どもに
応じた目標を持って指導している。
　今後も、幼稚園教育がよりよい義
務教育のスタートとなるよう、教育
内容の工夫に努めていきたい。

議員　昨年に兵庫県道路交通法施行
細則が改正され、安全基準に適合し
た自転車に限り、６歳未満の幼児を
２人乗せることが可能となった。
　他市では、県の安心こども基金
を活用し、この「幼児２人同乗用
自転車」の無償レンタル事業を実
施したところ、好評を得ている。
　そこで、子育て支援に効果的な
この事業を本市も導入してはどう
か。
こども部長　本市に配分された基
金は、新型インフルエンザ対策と
して、幼稚園等への空気清浄機の
設置や、保育所の緊急情報連絡シ
ステム整備など、比較的多くの対
象者に及ぶ事業を中心に活用した

ところである。
　また、この基金の活用は、本年度
が期限となっており、まず、期間延
長を要請し、その実現後に事業の導
入を検討していきたいと考える。 

議員　本市の国民健康保険制度には、
個人が医療機関等に支払う医療費の
一部負担金に対し、減免制度がある
が、利用実態がない。
　また、同一世帯に、国保と後期高
齢者医療制度の加入者がいる場合の
自己負担限度額は、各制度ごとに適
用されるため、負担増となっている。
　そこで、制度の周知方法の改善や
軽減措置を講じる考えはないか。

健康福祉部長　一部負担金の減免制
度は、近年実績がないことから、Ｐ
Ｒのあり方について検証し、必要な
人に必要な支援が行き渡るようにし
ていきたいと考えている。
　また、自己負担限度額の積算方法
については、老人保健制度制定時か
らの課題であるため、新たな高齢者
医療制度の創設に当たり、国に改善
を要請していきたい。 

議員　認知症は、さまざまな原因で
脳細胞に障がいが起こり、生活に支
障がある状態とされているが、病気
と認識し、早期治療を受ける人や、
生活習慣の改善で予防できると理解
している人は、少ない現状である。
　そこで、認知症の理解と予防に向
けた本市の取り組みを伺いたい。
健康福祉部長　糖尿病や動脈硬化な
どによる血管性認知症は、食事や運

動に注意した規則正しい生活に予防
効果があるため、生活習慣病対策で
ある特定健診・保健指導の実施が予
防につながるものと考えている。 
　また、早期発見・早期対応として、
地域包括支援センターでは、相談を
受けるとともに、介護予防教室のテ
ーマに取り上げるほか、地域では、
民生委員や地区福祉委員による見守
り活動等が行われている。 

議員　本市では、昨年
10月に「路上喫煙・ポ
イ捨ての防止に関する
要綱」が施行され、阪
急・能勢電鉄川西能勢
口駅北広場からＪＲ川
西池田駅の２階部分が、
路上喫煙・ポイ捨て防
止モデル区域になって
いる。
　そこで、この区域に
おける路上喫煙等防止
の成果を伺いたい。
市民生活部長　当初は、週１回、朝
７時から１時間、職員が啓発活動を
行っていたが、昨年９月からは、県
補助金を活用し、週６回、朝７時か
ら夕方４時までの啓発業務を委託し
ており、本年度からは、モデル区域

外の啓発も実施している。
　区域内の朝７時から１時間の路上
喫煙者割合は、要綱施行前の1.18％
に対し、本年６月の調査では、0.06
％まで減少しており、啓発活動は、
一定の成果があったと考える。

議員　特別支援教育は、平成19年４
月から学校教育法に位置付けられ、
従来の特殊教育に該当する障がいだ
けでなく、知的な遅れのない発達障
がいも含め、特別な支援を必要とす
る子どもを対象に実施されている。
　本市では、特別支援学級等の在籍
者数が急増しているため、教育環境
改善への取り組みを伺いたい。
教育振興部長　市内小・中学校の特

別支援学級の在籍者数は228人で、
過去５年間で約1.7倍に増加した。
　学級増設には、県の認可を必要と
し、申請通り許可されないこともあ
るが、今後も県に要望していきたい。
　また、各校では、特別支援教育コ
ーディネーターが支援体制の指導的
な役割を担っており、コーディネー
ター連絡会議や研修などにより、一
層の専門性向上に努めていきたい。 

議員　子ども手当の支給など、現政
権の公約に伴う社会保障費の拡大に
より、22年度の政府予算は過去最大
となり、92兆円を超えている。
　そこで、市は、この子ども手当の
支給政策をどのように受け止め、対
応しようとしているのか、伺いたい。
こども部長　子ども手当については、
保育料等の滞納分への充当や、子育

てサービスの提供による現物支給な
どが国で検討されたが、最終的に現
金支給とされたものである。
　本市では、子どもの健やかな成長
を応援するといった制度の趣旨が守
られるよう、滞納分の納付を含め、
啓発するとともに、次年度以降の支
給方法については、国の状況を見な
がら、慎重に検討していきたい。 

議員　国の保育所認可基準を満たし
ていない認可外保育所には、地域の
きめ細かなニーズに応え、良質な保
育を提供している施設がある。
　そこで、本市独自の基準を定め、
「認可外」といったマイナスイメー
ジの名称を改めるとともに、利用者
の実態にあわせ、市の助成事業を拡
充すべきと考えるがどうか。

こども部長　名称変更については、
これまでも要望があったことから、
市の助成施設に対し、呼称としての
変更を検討しており、本年度中に結
論を出したいと考えている。
　助成事業については、現行制度の
継続に努めながら、国による保育制
度見直しの動向を踏まえ、保育ニー
ズへの対応を検討していきたい。 

拡大する社会保障費 拡大する社会保障費 
子ども手当支給への対応姿勢ただす 

子ども 子ども 

“認可外保育所”の呼称 “認可外保育所”の呼称 
変更する考えなどないか 

子ども 子ども 

教育 教育 新たな教育内容を導入する考えは 新たな教育内容を導入する考えは 
読み書きそろばんなど 読み書きそろばんなど 保育所・幼稚園 

予防できる“認知症” 予防できる“認知症” 
本市の取り組み状況聞く 

福祉 福祉 

教育環境改善への取り組み示せ 
教育 教育  急増する在籍者 特別支援学級 急増する在籍者 

“幼児2人同乗用自転車” “幼児2人同乗用自転車” 
無償レンタルを実施する考えは 

子ども 子ども 

 一部負担金の減免制度 国保 一部負担金の減免制度 
市民への周知方法など聞く 

福祉 福祉 

路上喫煙・ポイ捨ての防止 路上喫煙・ポイ捨ての防止 
モデル区域での成果問う 

環境 
保全 
環境 
保全 



　今期定例会において、請願等を除き常任委員会で審査された議案は、
総務委員会３件、文教公企委員会４件、厚生経済委員会２件、建設委
員会１件、総務・厚生経済の二つの委員会に分割付託された補正予算
案１件の計11件です。 
　ここでは、各委員会の審査における質疑などの一部について、その
要旨を掲載しています。 

　川西市議会では、本会議はもとよ
り、議会運営委員会、常任・特別委
員会など、すべての会議を公開して
いますので、ぜひ傍聴にお越しくだ
さい。 
　また、これらの会議録は、市議会
事務局や中央図書館などのほか、下
記の市議会ホームページでもご覧い
ただけますので、ご利用ください。 
　次の定例会は、8月24日から開か
れる予定です。 
　会議の開催日程などは、市議会事
務局（TEL:740-1255）にお問い合わ
せいただくか、市議会ホームページ
（http://www.city .kawanishi .
hyogo.jp/gikai/）をご覧ください。 

【注】（　）は付託された委員会です。 

答 

 
 
 

 
■全員賛成■ 
〈条例の制定〉 

○川西市参画と協働のまちづくり推進
条例（厚生経済） 

〈条例の一部改正〉 
○川西市職員の勤務時間に関する条例
及び川西市職員の育児休業等に関す
る条例（総務） 
○川西市職員団体のための職員の行為
の制限の特例に関する条例（同） 
○川西市火災予防条例（同） 
○川西市違法駐車等の防止に関する条
例（建設） 

〈補正予算〉 
○平成22年度川西市一般会計第１回補
正（総務・厚生経済） 

○平成22年度川西市後期高齢者医療事
業特別会計第１回補正（厚生経済） 

〈その他〉 
○公平委員会委員の選任 
○固定資産評価審査委員会委員の選任
＝２件 
○市功労者表彰＝６件 
○市立緑台小学校校舎棟耐震補強等工
事（第一期工事）請負契約の締結（文
教公企） 
○市立桜が丘小学校屋内運動場棟耐震
補強等工事請負契約の締結（同） 
○市立明峰小学校屋内運動場棟耐震補
強等工事請負契約の締結（同） 
○市立加茂小学校屋内運動場棟耐震補
強等工事請負契約の締結（同） 

■賛成多数■ 
〈その他〉 

○専決報告　平成22年度川西市国民健
康保険事業特別会計第１回補正 

─────【請　　願】───── 
■採 択■ 

○｢30人以下学級実現、義務教育費国
庫負担制度拡充」を求める請願書（文
教公企） 

■不 採 択■ 
○保育制度改革に関する意見書提出を
求める請願書（厚生経済） 
○女性特有の乳がん、子宮がん検診の
無料化を求める請願書（同） 
───【市長からの報告】─── 
○平成21年度川西市一般会計予算の継
続費繰越し 
○平成21年度川西市一般会計予算の繰
越明許費繰越し 
○平成21年度川西市一般会計予算の事
故繰越し 
○平成21年度川西市下水道事業会計予
算の建設改良費の繰越し 

答 

　5月26日に開催され
た「第86回全国市議会
議長会定期総会」にお
いて、本市から次の議
員が表彰されました。 
　これを受け、6月7日
の第3回市議会定例会
招集日に、議長から表
彰の報告が行われまし
た。 
 
　    
土　谷　一　郎 
住　田　由之輔 

永年勤続表彰 永年勤続表彰 

問 

答 

■川西市火災予防条例の一部を改正
する条例の制定について 
　本案は、総務省令の改正などに伴

い、火を使用する燃料電池発電設備

の規定を改めるほか、カラオケボッ

クスなど、個室型店舗における避難

通路の有効管理を図るため、避難通

路に面した外開き戸を自動的に閉鎖

する構造とすることを義務付けよう

とするものである。 

市内にある個室型店舗数と、
その避難通路の状況を伺いたい。 
個室型店舗は、現在、市内に
６カ所あるが、そのうち、避

難通路の幅員が基準より広いため、
５カ所は条例の適用除外である。 
　なお、残る１カ所は、平成23年６
月30日に、戸の改修等が必要となる。 

■平成22年度川西市一般会計補正
予算（第１回）＜分割付託＞ 
今回、市内にある民間幼稚園が、
幼保連携型の認定こども園に

移行するため、保育施設の整備に対
する県の民間保育所緊急整備事業費
補助金6331万2000円の歳入が追加さ
れようとしている。 
　しかし、昨年11月に示された、本
市の保育所整備計画では、この認定
こども園について記載されていない
ことから、施設が整備されることと
なった経緯について伺いたい。 

認定こども園の開設に当たっ
ては、県に申請し、審査を受け、

知事の認定を得ることとなっており、
本市に審査結果が通知されたのは、
ことしの４月以降である。 

問 

答 

答 
■川西市参画と協働のまちづくり推
進条例の制定について 
　本案は、自治の原理を基本とした

参画と協働のまちづくりを推進する

ことにより、かけがえのない「ふる

さと川西」をさらに住みよいまちに

していくため、新たに条例を制定し

ようとするものである。 
この条例で取り組まれるまち
づくりの推進に関する事項を、

調査審議するため、推進会議を設置
することとされているが、この具体
的な役割について伺いたい。 

推進会議は、学識経験者や市
民等により、10人以内の委員

で組織し、その役割は、市民公益活
動の支援や、市民等との協働を推進
するために市長が策定する基本計画
について、審議してもらうほか、条
例の推進に対する問題点や、毎年度
公表する予定の年次報告について意
見をいただくことなどを考えている。 

条例案では、「参画」の定義を、
市民などが市の政策等の立案

や実施のほか、評価の過程に主体的
にかかわり、意見や提言を行うこと
と定めようとされているが、これが
文言だけにならないよう、市の責務
を果たしていく考えについて伺いた
い。 

市の責務には、政策の立案な
どの過程において、その内容

や効果等を市民に分かりやすく説明
する責務があると規定するほか、行
政活動において、市民等の参画の機
会を確保するよう努めなければなら
ないと規定している。 
　このように、市の職員が、より強
い責任のもと、市民等の理解と協力
を得ながら、市民の意見を取り入れ
たまちづくりを推進していきたいと
考えている。 
■平成22年度川西市一般会計補正
予算（第１回）＜分割付託＞ 
今回の補正では、乳幼児の細
菌性髄膜炎の予防等を図るた

め、ヒブワクチン接種費用の助成制
度創設経費が予算化されようとして
いる。 
　このワクチンは、全国的に供給量
が不足していることから、今後の見
通しについて伺いたい。 

現在、ヒブワクチンは、全国
的な供給不足となっているため、

予約制で予防接種が行われている。 
　しかし、ことしの10月ごろまでに
は、出荷体制が整い、年内には供給
不足が解消される見込みであり、そ
の後は、予約せずに接種できるもの
と考えている。 

答 

問 

問 

問 

問 

4 かわにし市議会だより   177号 

問 

問 

答 

文教公企常任委員会 
緑台小学校など4校 耐震補強等工事 
の請負契約を審議 

総務常任委員会 認定こども園整備補助金の追加補正も 
火災予防条例の一部改正を可決 参画と協働のまちづくり推進条例制定で論議 

ヒブワクチン接種助成経費の予算化も 厚生経済常任委員会 

15年表彰 

古紙再生紙を使用しています この市議会だより1部を発行する経費は約9円、配布する経費は約4円です 

■川西市違法駐車等の防止に関する
条例の一部を改正する条例の制定
について 
　本案は、道路交通法の改正により、

官公庁や病院などの周辺道路上にお

いて、普通自動車の運転免許証を持

つ70歳以上の方や、妊婦などに限定

し、駐車を可能とする「高齢運転者

等専用駐車区間制度」が創設された

ことに伴い、規定の整備を図ろうと

するものである。 
この制度の利用が許可された
場合に交付される「標章」の

詳細のほか、市民に対する制度の周
知方針について伺いたい。 

標章の交付申請は、住所地を
管轄する警察署に行い、許可

されれば、登録車両番号が記載され
た「専用場所駐車標章」が交付され、
駐車時は車両に掲示することとなっ
ている。 
　制度の周知については、市のホー
ムページ等を活用していきたい。 

■市立緑台小学校校
舎棟耐震補強等工
事（第一期工事）
請負契約の締結に
ついて 
　本案は昭和49年度

に建設された緑台小

学校の校舎棟のうち、

床面積2909平方メー

トルに対し、耐震補

強等を行う工事請負

契約を締結しようと

するものである。 
この工事の請負業者は、競争
入札において、予定価格の85

％に設定された調査基準価格を下回
った入札をしている。 
　本市では、このような低価格での
入札を落札として決定するに当たり、
低入札価格調査制度を採用している
が、この制度に基づき行われた、低
価格となった要因の調査結果につい
て伺いたい。 

調査結果では、この業者は、
工事の資材調達に対して、得

意分野であるとともに、全国規模の
企業である利点を生かし、経費を削
減したほか、作業人員を効率的に配
置することにより、人件費の抑制が
図れたとされている。 

■市立桜が丘小学校屋内運動場棟耐震
補強等工事請負契約の締結について 
　本案は、昭和47年度に建設された

桜が丘小学校の屋内運動場棟におい

て、耐震補強等を行う工事請負契約

を締結しようとするものである。 

桜が丘小学校は、周辺を狭い
道路で囲まれていることから、

工事車両の通行に対する児童や周辺
住民の安全対策について伺いたい。 

現在の計画では、最寄りの交
差点のほか、学校の通用門と

正門において、工事車両の出入りな
ど、必要にあわせて、警備員を配置
する予定である。 
　今後、学校や地元と協議を行いな
がら、警備体制の詳細については、
決定していきたいと考えている。 

答 

緑台小学校 緑台小学校 

建設常任委員会 市民への周知方針など 
違法駐車等の防止に関する条例を一部改正 
高 齢 運 転 者 等 
専用駐車区間制度 


